
書式第 12号 (法第 28条関係 )

平成30年度  事 業 報 告 書

平成30年 6月  1日 から 令和元年 5月  31日 まで

特定非営利活動法人 ヤウダゴベ

1 事業の成果
ニジェール共和国の治安状況の悪化に伴い、現場活動に制限がある中、村落部地域での地域社会開発の
動に従事 した。
これまでに植民地化、民主化、貨幣経済の浸透、公教育普及がニジェールの地域固有性を十分考慮 した
でなされてこなかったが故の歪が今のコミュニティ運営に弊害となって現れてお り、汚職や権力の独 占|

より、公共性が十分保たれていない現状がある。それゆえに地域運営改善は時間の掛かる取 り組みとなる
が、先述の外部介入による変化を軸 とするのではなく、地域運営における在来知を軸 とした地域運営の し
くみへ組み替えを本年度も継続 した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係 る事業

(2)そ の他の事業

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施

場 所
従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人   数

事業費の

金額

(千円)

地域運営 村落部地域を対象に、在来
知を生かした形での地域運
営のしくみに組み換える

日常 ニジェール共

和国村落部

18人 ニジェール共

和国村落部住
[甦1  糸勺15000
人

1000

事業名 事 業 内 容 施
時

実

日

施
所

実
場

従事者
の人数

事業費の

金額
(千円)



13 28

1 受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費

2 受取寄附金
受取寄附金
施設等受入評価益

3 受取助成金等
受取補助金

4 事業収益
曇羹股棄5郭

紺
益

30年度 活動計算書

平成30年  6月  1日 から 令和元年 5月  31日 まで

特定非営利活動法人 ヤウダゴベ

(単位 :円 )

経常収益計
Ⅱ 経常費用

1 事業費
(1)人件費

給料手当
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計
事業費計

2 管理費
(1)人件費

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

経常憲優[1:経
費計

Ⅲ 経常外度‐暑
増減額

科 目 金額

1,000,000
0

0

1,875
551,561

0
0

22,424

575.860

53,455
0

4,879
143,141

0

0

201.475

575 860

201 475

1 000 000

222,665



222,665
0

222,665
986.000

1_208_665

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

経常
鉤:言[蟄



書式第 15号 (法第 28条関係 )

1 資産の部

1 流動資産

現金預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投 資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

平成30年度 貸借対照表

令和元年 5月  31日 現在

特定非営利活動法人 ヤウダゴベ

(単位 :円 )

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

固

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

退職給与引当金

負 債 合 計疋

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

科 目 金額

1,208,665

1,208,665

1 208 665

986,000

222,665



正味財産合計

負債及び正味財産合計 208 665

1,208,665

1
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してい い こ カ

3.施設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳

30年度

(1)棚 卸資産の評価基準及び評価方法
対象となる資産を所有していないことから対象外

(2)固 定資産の減価償却の方法
対象となる資産を所有していないことから対象外

' 
整義倉:訪肯彙

「
な ため対象外有給スタッ´′.

計算書類の注記

特定非営利活動法人 ヤウダコベ

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正ドPO法人会計基準協議会によってし

(4)施 設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
対象となるサービス受領がないため対象外

(5,消 費税等の会計処理
消費税の会計処理は.税込方式によっています。

2.事業別損益の状況

科 日
事 業 事 業 事業 事 業

事業部門計 管理部門 合 計

: 経常収盤

'. 
受取会■

'.受
取寄尉金

' 受取助蔵金等
■. 事業収益

' その価収益
経常収益針

I 饉常費用
。
'人伴費
給料手当
遅嗅綸付費用
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計
経常費用計
当期経常増減額

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ ■■■■■

内容 金 額 算定方法



4 使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正 味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、その うち   円は.下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産 |ま   円です。

5.固定資産の増減内訳

6 倍入金の増減内訳

円

7.役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の核分方法

極力事業費に充てた

その他の事業に係る資産の状況

対象外

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

986000 1000000 777335 1208665

986000 777335

アジアアフリカ医療
教育支援機構

合 計

オ斗目 期首取得価額 取 得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
有形固定資産

車両運搬具

仕器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合 計

科 日 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

△
計

科 目

計算書類に

計上された
金額

内役員及び
近親者 との

取引
(活動計算書 )

活動計算書計
(貸借対照表)

貸倍対照表計

■||■
■||■

三二亜 Ш回 三二函 函□



書式第 17号 (法第 28条関係 )

平成30年度  財産目録

令和元年 5月  31日 現在

特定非営利活動法人 ヤウダゴベ

(単位 1円 )

科 目 金額

資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

銀行普通預金

未収金

事業未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

事務用品購入代

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

銀行借入金

固 定 負

負  債  合

正  味  財

債 合 計

計

　

　

産

1,208,665

1,208,665

1,208,665

1,208,665



書式第 18号 (法第 28条関係 )

平成30年度 年間役員名簿

平成30年 6月  1日 から 令和元年 5月  31日 まで

特定非営利活動法人 ヤウダゴベ

役  名 氏   名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 久保嶋 裕也

平成 29年 6月 1日

～平成 31年 5月 31

日

な し

理事 中野 真由子

平成 29年 6月 1日

～平成 31年 5月 31

日

な し

理事 武田 光真

平成 29年 6月 1日

～平成 31年 5月 31

日

な し

理事 内田 りな

平成 29年 6月 1日

～平成 31年 5月 31

日

な し

理事 新津 茉莉花

平成 29年 6月 1日

～平成 31年 5月 31

日

な し

理事 郡司 光

平成 29年 6月 1日

～平成 31年 5月 31

日

な し

理事 三木 夏樹

平成 29年 6月 1日

～平成 31年 5月 31

日

な し

監事 岩倉 由貴子

平成 29年 6月 1日

～平成 31年 5月 31

日

な し



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿

令和元年 5月  31日 現在

特定非営利活動法人 ヤウダゴベ

氏   名 住 所 又 は 居 所

奥村 めぐみ

2
江上 舞

3
郡司 光

4 村田 秀文

5
岩倉 由貴子

´
０

内田 りな

7
中野 真由子

8
武田 光真

9
久保嶋 裕也

10
三木 夏樹

11

12




